
民生費

臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金
平成 26 年 4 月から消費税率が 8％に引き上げられま

したが、所得の低い人の負担や子育て世帯の影響を緩和
するため、対象者にはどちらかの給付金が支給されます。
●支給対象者
　臨時福祉給付金
　平成 26 年度の市民税が課税されない人（市民税が課
税されている人に扶養されている人を除く）
　子育て世帯臨時特例給付金
　平成 26 年 1月分の児童手当を受給している人で、平成
25 年中の所得が児童手当の所得制限限度額に満たない人
●申請手続き
　申請先は、基準日（平成 26 年 1 月 1 日）に住民登録
がされている市町村です。総社市では現在、申請手続き
の準備をしています。
●詐欺にご注意を！
　市役所からＡＴＭの操作や手数料などの振込みを求め
ることはありません。

　　　雪舟くんのシステムが変わります！
●運行時間の変更
　これまで運休で、
運行してほしいと利
用者から要望が多
かった昼の時間帯を
運行することにしま
す。 そ の た め、 運
休時間が 10：30 と
11：00 の便に変更に
なります。
●共通エリアの変更
　むらき歯科医院（門田364－12）が共通エリアに入ります。
さらに便利になった雪舟くんをどうぞご利用ください。

（共通エリア→各エリア）
便 時　刻
１便 8：30
２便 9：30

運　　休
３便 11：30
４便 12：30
５便 13：30
６便 14：30
７便 15：30
８便 16：30

（各エリア→共通エリア）
便 時　刻
１便 8：00
２便 9：00
３便 10：00

運　　休
４便 12：00
５便 13：00
６便 14：00
７便 15：00
８便 16：00

　４月１日付けで市役所西庁舎
３階にできた臨時福祉給付金等
支給対策室。室長は保健福祉部
長が兼務し、総務課、税務課、
人権・まちづくり課、市民課、
福祉課、こども課などの職員 16
人が、関係部署間で連携を密に
しながら事務にあたる。現在、
申請・支給手続きについて準備
中
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　障がい者千人雇用センターが企業との懸
け橋となり、サンロード吉備路に就職した
小西竜二さん（久代）。同センターの前田
さんは小西さんを定期的に訪ね、仕事や生
活の近況を聞いている。「就職した皆さん
が仕事を続けられ、自立した生活ができる
ようサポートしていきたい」と話す前田さ
ん。「企業の配慮で障がい者の力が引き出
される」とも。3 月 1 日現在、障がい者の
就労者数は 721 人

　今年の２月、総社市の権利擁護セン
ター ＂しえん”は、権利擁護支援に取り
組んでいる全国の優れた団体・個人など
を表彰する「アドボカシー・オブ・ザ・
イヤー」特別賞を受賞した

　「大規模災害被災地支援に関する条例」を昨年 12 月に
施行。日本国内で大規模な災害が起きた場合、市は被災
地から要請を受けなくても支援することができる

5 月 1 日から 　地域づくり一括交付金の申請に向け、話し合いが進む
「神在コミュニティ協議会」。会長、副会長、各部会の部
長が集まり、事業内容や予算の審査を行った
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平成 26 年度
■総合計画等策定事業	 473 万円
　第２次総社市総合計画（平成 28 年～ 37
年）などを策定する経費

■職員研修費	 730 万円
　職員の意識改革と人材育成を図るため、
職員の研修を実施する経費

■災害等支援事業 3	 1000 万円
　大規模災害に見舞われた地域に対する救
援物資輸送、職員派遣などを行う経費

■総社市新生活交通事業 4 7019 万円
　交通弱者の交通の便を確保するため、戸
口から戸口へ輸送する手段である「雪舟く
ん」を運行する経費

■防犯灯設置事業	 1500 万円
　夜間照明計画に基づき、市が新規に防犯
灯を設置する経費

■地域づくり一括交付金 2 3190 万円
　地域が自立し、独自性をもって活動でき
るよう、環境や防犯、防災などそれぞれの
活動ごとに分かれていた補助金を統合し、
一括して地域に交付する経費

■そうじゃ吉備路マラソン大会経費 1	2234 万円
　そうじゃ吉備路マラソン大会を開催する
経費
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■臨時福祉給付金給付事業 5	1 億 5755 万円
■子育て世帯臨時特例給付金給付事業 5 9236 万円

■障がい者千人雇用事業 7	 1961 万円
　障がい者の雇用促進と就労の安定化を目指し、福祉
的就労から一般企業へ就労した人に奨励金を支給する
など、福祉から就労への支援を行う経費

■権利擁護事業 6	 2325 万円
　虐待防止、成年後見制度など市民の相談・支援をワ
ンストップで行うとともに、生活困窮者自立促進支援
モデル事業を実施する権利擁護センターの運営経費

■小児医療費支給事業	 2 億 5260 万円
　小学校６年生修了前までの外来と入院、中学校 3 年
生修了前までの入院にかかる医療機関での支払いを無
料にする経費
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